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発第 1 8 3 号の 2 

平成 8 年 3 月 2 9 日 部内 限 

都道府県労働基準局長 殿 

労働省労働基準局長 

「労災保険審査請求迅速処理マニュアル」の 策定について 

労災保険給付に 関する審査 請 3 月 3 1 日付け 基発 第 1 

号 「労災保険審査請求事務取扱手引 ( 平成 7 年 3 月 ) 」により取り 扱ってきたところであ 

るが、 審査請求事案の 処理の一層の 迅速化を図るために、 平成 8 年 3 月 2 9 日付け 基発第 

1 8 3 号の 1 「労災保険給付に 関する審査請求の 迅速処理に係る 対策要綱」にょり 通達し 

たところであ る。 

この対策要綱の 実施に当たって、 標記マニュアルを 策定したので、 今後の事務処理に 遺 

漏なきを期されたい。 
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労災保険審査請求迅速処理マニュアル 

第 Ⅰ 労働者災害補償保険審査官の 事務 

]  迅速処理のための 基本的態度 

労災保険給付に 係る審査請求制度においては、 労災保険給付に 関する処分は 大量に行 

われること、 処分の内容も 専門的知識を 要するものが 多いことから、 行政内部に特別の 

紛争処理機関を 設け、 訴訟に至る双に 公正な立場から 簡易な手続で 速やかに審理を 進め 

ることとされている。 

とりわけ、 第一審であ る労働者災害補償保険審査官 ( 以下「審査官」という。 ) に っ 

いては、 公正かっ迅速にその 事務を処理しなければならない 旨が「労働保険審査官及び 

労働保険審査会 法 」 ( 以下「 労 審決」という。 ) 第 4 条に明文で規定されていることに 

かんがみ、 審査請求事案のより 一層の公正・ 迅速な処理に 努めることとする。 

2  迅速処理のための 基本方針・対応 ( 図 Ⅰ参照 ) 

Ⅱ )  3 か 月以内処理を 目標とした迅速処理 

審査請求を受理してから 3 か 月以内の処理を 目標とした事務処理の 迅速化に努める 

こととする。 

(2) 事案の計画的な 処理 

受理後 3 か 月以内の処理を 目標に、 平成 8 年 3 月 2 9 日付け基光 第 1 8 3 号の 1 

「労災保険給付に 関する審査請求事案の 迅速処理に係る 対策要綱の策定について」の 

別添 「標準処理計画」を 参考にして事案ごとの 処理計画を作成し、 これにより、 計画 

的な事務処理を 行 う 。 なお、 複数の事案が 係属している 場合には、 併行処理を行 う 。 

Ⅰ 3) 事案の効率的な 処理 

争点整理により、 原 処分庁の行った 調査との重複を 避け、 決定を行 う 上で真に必要 

な 事項についてのみ 調査を行 う こととするとともに、 判断に必要な 範囲内の資料を 収 

集する。 

また、 フロッピ一内に 格納されている 各種の様式、 モデル決定書等を 活用する等に 

より効率的な 審理を行うこととする。 

(4) 適正な職権 の行使 

審査業務に当たっては、 積極的な 庁外 活動を行う等能動的な 処理を行うとともに、 

適正な職権 行使によって 可能な限り手待ち 時間をなくすよう 努めることとする。 

一 1 一 



(5) 適切な要件審理 

効率的な審理を 行 う ためには、 審査請求の趣旨及び 理由の特定が 不可欠であ ること 

から、 審査請求の受理に 当たっては、 審査請求の趣旨はもちろんのこと、 審査請求の 

理由についても、 必要な事項が 記載されているかどうか 要件審理を確実に 行うことと 

する。 

(6) 指導解決 

審査請求が法律の 誤解に基づいてなされたり、 原 処分の処分理由が 漣解 できず、 単 

に教示に従ってなされた 場合等処分理由が 十分に説明されれば 不服申立てがなされる 

ことはないと 考えられる事案については、 審査請求人 ( 以下「 請 東人」という。 ) に 

対して適切かっ 丁寧な説明を 行い、 必要に応じ指導解決を 試みることとする。 

( 注 ) 本 マニュアルに 引用されている 様式の基本的なものは、 審査官に別途配付される 

フロッピ一内に 格納されているので、 これを活用されたい。 

@  2  一一 



標準 処 理 計画 

② 原 処分 庁 意見書依頼 

④ 原 処分 庁 意見書受理 

請求人聴取 

事実認定調査 

0  区証の収集 

⑧参与余資料作成 

⑨参与合資料送付 
  

  

3 週間 

⑩参与全開催 

⑩ 決定書作成 

計 3 か月 
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図 ]  迅速処理のための 基本方針。 対応 

審 査 官   
Ⅲ 事案の計画的な 処理 

(2) 事案の効率的な 処理 

(3) 適正な職権 の行使 

(4) 適切な要件審理 

(5) 指導解決 

@  3 か 月以内の処理の 実現 l 

    

原 処 分 庁 局 管 理 者     
  意見書等の早期提出   審査官への支援体制の 充実 

  漏れのな い 資料の送付   事案処理結果の 原処分 庁 等への 

  的確な調査の 実施等 指導等 

小   
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3
 受付から決定までの 事務処理の流れ 

  じ 指導解決を試みる。 

， 原 処分 庁 に通知 づ 復命書の提出命令 (FAX) 

原 処分庁から復命 書 到着                 事案の概要の 把握 

・補正の必要性についての 見極め 

要件審理                                         窓口における 補正 

  

審査請求の理由が 具体的に記載されていない 

(P@ 1@ 0) 場合にも、 補正を命じること ( 補正書提出期限 

2 週間 )   

  

  

  ，審査請求受理通知発送 

，利害関係人あ て 

参与あ て 

原 処分 庁 あ て ( 意見書提出期限 2 週間 ) 

' 請求人あ て 

， 2 週間   「標準処理計画」を 参考にした 

計画の策定 

１す l 

受理   -----   

(P ] 2) 

審査処理計画の 策定 

(P 1 3) 

請求人聴取 

(P ] 5) 

原 処分 庁 意見書受理 

  審査請求の趣旨、 理由等について 聴取 

(P@ 2@ 2) 

( モデル意見書の 活用 ) 

  ・主張と根拠資料の 突き合わせ 

。 不明な点の照会   

- 5 一 



音蕎 耳里 

１ % @ 

  
( モデル争点整理表の 活用 

争点整理   ， 当てはめるべき 判断要件の検討 

・審理すべき 事項の検討 

(P2@ 3)         ， 原 処分 庁 における不足資料の 検討 

      ---- . 鑑定依頼の必要性の 検討等 

( モデル決定書の 活用 ) 

  
づ 決定書作成開始 

l.l Ⅲ   必要に応じ検討会の 実施 

(P 4 

審問。 収集すべき事項の 決定 

(P2@ 4) 

  

審査処理計画の 完成                           ，調査すべき 事項を記入 

(P 2@ 7) 

  づ 請求人聴取 

(P  3  0)   づ 審問，資料収集 

(P  3  0) 

  

①裏 付けのな い 場合 

②明らかに矛盾している 場合 

③調査していない 場合   
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(P 3 3) 

①事実関係の 異なる場合 

②専門的事項について 対立してい 

6 場合 

③個別的検討   の 必要な場合 

④認定基準が 改正された場合 

-- . 決定書案から 主文及び結論部分を 除 い 

たものを参与合資料として 使用 

決定書案作成     

 
 

(P 3@ 5) 
 
 

参与から意見聴取 

(P 3 5) 

決定書完成   ・モデル決定書、 0A 機器の活用 
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第 2  受付から受理 

]  審査請求の申立て 

審査請求は、 文書又は口頭で、 原 処分庁の所在地を 管轄している 審査官 ( 以下「 管 

轄 審査官」という。 ) に対して行うこととされている ( 労 審決第 7 条 第 1 項 、 第 9 

条 ) 。 

また、 審査請求は、 原 処分 庁スは 請求人の住所を 管轄する労働基準監督署長 ( 以下 

「監督署長」という。 ) を 経由して行 う ことができるとされている ( 「労働保険審査 

官及び労働保険審査会法施行令」 ( 以下「審査会合」という。 ) 第 3 条 第 1 項 ) 。 

2  受付時における 指導解決 

審査請求が法律の 誤解に基づいてなされたり、 原 処分の処分理由について 理解でき 

ず、 単に教示に従ってなされた 場合等処分理由が 十分に説明されれば 不服甲立がなさ 

れることはないと 考えられる事案については、 請求人に対して 処分の理由や 不服中立 

て 制度の趣旨を 適切か じ 指導解決を試みることとする。 

3  審査請求の受付 

Ⅲ 受付の事務処理 

審査官は、 審査請求を受け 付けたときは、 「審査請求文書受付・ 送付 簿 」 ( 審査様 

式 第 1 9 号 ) に記入し、 「審査請求処理経過 簿 」 ( 審査様式第 2 0 号 ) 及び「審査 請 

求綴 」 ( 審査様式第 2 1 号の表紙を用いろ。 ) を作成するが、 この処理は労密法 第 1 

3 条にい う 「受理」ではないので、 この時点では、 受理通知は行わない ( 「受理」の 

意義については、 後述 (m) 参照。 ) 。 

なお、 上記事務処理と 合わせて、 審査の迅速化を 図るため、 原 処分 庁 に対し「審査 

資料提出要式 書 」 ( 審査様式第 5 号の 2) を フ アクシミりで 送付し、 「審査請求資料 

提出書」 ( 審査請求第 5 号の 3) に調査結果復命 書 ( 最終的なものに 限る。 ) を添付 

したものの提出をファクシミリにより 送付するよ う 命じることとする。 
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(2) 意図不明の請求の 処理 

所定の様式による 審査請求ではなく、 手紙 X ははがき等に 差出人の氏名、 @ 住所、 不     
服事項等を記載した 文書が審査官、 原処分 庁 等に提出される 場合があ るが、 このよ う 

な 場合には、 早急に当該文書提出者に 対し審査請求制度の 趣旨等を説明して 審査請求 

の 意思の有無を 確認することが 必要であ る。 この結果、 これらの者に 審査請求の意思。 

があ ると認められる 場合には、 審査官、 原処分 庁等は 、 請求人に対して 審査請求の手 

続は ついて説明を 行 う 必要があ るが、 単なる不満や 労災保険制度の 誤解に基づくもの 

であ れば、 処分の理由や 制度の内容を 説明して指導解決を 試みるとともに、 これらの 

経過について 処理経過 簿に 記録しておくこととする。 

なお、 単なる苦情・ 陳情等に過ぎないと 判断されるものについては、 「不適法な 審 

査 請求」にも該当しないことから、 審査官はこれを 審査請求として 受け付けることな 

く 、 制度の趣旨等の 説明を行 う とともに、 相手方に対して 審査請求としては 処理する 

ことができない 旨を伝えることとする。 

(  受付と受理の 関係 

行為としての 要件を若干欠いていても 審査請求の意思が 明確なものは、 「不適 

法な 請求」として 受け付けなければならない。 この受付時点をもって「審査請求をし 

た 」こととなる。 

なお、 審査請求事案に 係る目標とする 処理期間 (3 か 月以内 ) は、 受付 時 ではなく、 

当該審査請求が 適法なものとして 受理された時点から 起算されるものであ る。 

しかしながら、 審査請求が労 審法 に定める要件に 合致せず、 受理されない 場合でも、 

請求人が不安定な 立場に置かれる 状態が長期化することは 決して好ましいことではな 

ⅠⅠ。 

したがって、 窓口で審査請求書を 審理し、 必要に応じて 補正を命じる 等遅滞なく後 

述 5 の要件審理を 行い、 速やかに補正、 却下、 受理等の処分を 行 う こととする。 

4  移送 

審査官は、 審査請求が管轄違いであ ると認めるときは、 受付の事務処理を 行った後、 

職権 で当該審査請求を 管轄審査官に「移送通知書」 ( 審査様式第 4 号 ) により移送しな   

ければならない ( 労 審決第 1 2 条 ) 。 

審査官が事件を 管轄審査官に 移送したときは、 その旨を文書 ( 移送通知書 ( 審査様式 

第 5 号 ) ) で請求人に通知しなければならない ( 労 審決 第 Ⅰ 2 条、 労番台第 6 条 ) 。 

事件が移送されたときは、 初めから移送を 受けた管轄審査官に 審査請求があ ったもの 

とみなされる ( 労審法 第 1 2 条第 2 項 ) 。 
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5  要件 G 理 

㈲ 適法要件 

審査官は、 審査請求受付の 事務処理を行った 後、 その審査請求が 適法なものであ る 

かどうかを審理し、 本案審理するか 否かを決定しなければならない。 

審査請求が適法であ るためには、 形式的、 実体的両面について、 次の要件を満たす 

ことが必要であ る。 

イ 光 ぅ元 や的要 f 年 

( イ )  審査請求の方式 ( 審査請求書の 記載事項等 ) が適法なものであ ること。 

(n)  審査請求が審査請求期間内になされたものであ ること。 

( ハ )  審査請求が管轄権 を有する審査官になされたものであ ること。 

口 実体的要件 

( イ )  審査請求の対象となる 行政処分があ ること。 

(D)  行政処分の違法又は 不当であ ることを主張し、 その取消しを 求めるものであ 

ること。 

( ハ )  審査請求をする 利益を有する 者によって審査請求がなされたものであ ること。 

の場合は、 審査請求の利益を 有しないものであ る。 

①特定の処分について 既に一度審査官の 決定を経た場合ト 妻木高運 ) 

② 原 処分 庁 が当該 原 処分を既に取り 消している場合 

なお、 本案審理を要しないと 判断されるものについても、 その決定に当たっては、 

審査請求書のみによることなく、 原 処分庁から資料の 提出を求める 等必要な事項を 確 

認の上決定すること。 例えば、 審査請求に記載された「 原 処分のあ ったことを知った 

年月日」からみて、 明らかに審査請求期間を 徒過していると 判断される場合であ って 

も 、 誤記等の可能性も 考えられることから、 請求人に請求期間を 徒過した理由につい 

て説明 ( 疎明 ) を求める前に、 原 処分 庁 に対し処分年月日等を 確認すること。 

(2) 不適法な審査請求と 却下決定 

適法の要件を 欠く審査請求のうち、 その欠陥が補正できないもの ( 原 処分の不存在、 

請求人不適格等 ) については、 その審査請求を 受理することはできず、 したがって 本 

案 審理に入ることなく 決定をもって 却下しなければならない ( 芳書法第 1 0 条 ) 。 

なお、 審査請求却下の 決定を行 うに 際しては、 審査請求受理前の 段階であ るので、 

参与から意見徳敵する 必要はない。 

また、 審査請求書の 記載内容の不備については、 一般に「補正することのできる 欠 

陥 」であ り、 不備があ るときは却下を 行 う ことなく、 次の補正を命じることとなる。 
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(3) 補正 

審査請求が不適法であ って、 その欠陥を補正することができるときは、 審査官は 、 

相当の期間 ( 当該補正箇所を 補正するのに 社会通念上必要とされるおおむね 2 週間程 

度の期間 ) を定めて、 請求人に対して 補正すべきことを 命じなければならない ( 労審 

法 第 11 条 第 f 項 ) 。 補正は「補正命令書」 ( 審査様式第 3 号 ) をもって命じ、 補正書 

( 審査様式第 3 号の 2) に記載させることとする。 

なお、 誤字、 脱字、 その他審査請求自体に 影響を及ぼさないと 認められる等軽微な 

欠陥については、 補正を命ずる 必要はない ( 労審 法弟 f 1 条第 1 項ただし 書 ) 。 

また、 正当な事由がなく 期限内に請求人が 補正しないときであ って、 審査請求の趣 

旨 が不明であ るものについては、 請求人に対し 補正命令督促状 ( 審査様式第 3 号の 

3) をもって督促した 後、 補正がなされない 場合には却下することとする。 

「補正することができる 欠陥」とは、 次のようなものをいう。 

ィ 請求書の必要的記載事項に 漏れがあ るもの 

弁護士等代理人が 選任されている 場合に、 審査請求の理由の 欄に「追って 提出す 

る 」としか記載されていないものがあ るが、 この 

求 として受理することなく、 補正を命じることと 

口 請求期間経過後の 審査請求であ るが、 正当な理 

なかったことを 疎明する必要があ るにもかかわらず、 その疎明のな い もの 

正当な理由については、 単に審査請求人の 主観的理由により 請求期間内に 請求で 

きなかったというのみでは 足りず、 天災地変等一般に 請求人が如何ともすることが 

できなかった 場合等期間徒過の 責を請求人に 帰すべきではないと 判断される事情が 

存する場合に 限り認められることに 留意し、 請求期間徒過の 理由を確認した 上、 必 

要 な場合に補正を 命じることとする。 

八 代理人の資格を 証明する文書の 不備なもの 

任意代理人については 委任状、 法定代理人については 戸籍謄本又は 抄本等の文書 

が 必要であ る。 
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6  審査請求の受理の 事務処理 

「受理」とは、 審査請求を受け 付けた後、 要件審理において 当該審査請求を 適法なも 

のと認め、 本案審理すべきものと 判断する行為をいい、 前述の「受付」とは 区別され 

る 。 

審査官は、 審査請求を受理したときは、 次の事項を行う。 

(l Ⅰ 原 処分 庁 に対する通知 

審査請求を受理したときは、 速やかに「審査請求受理通知書 ( 原 処分 庁 あ て ) 」 

( 以下「受理通知」という。 )  ( 審査様式第 7 号 ) 及び「証拠となるべき 資料の提出 

について」 ( 審査様式第 7 号の 2) を作成し、 原 処分 庁 に速達で当該文書を 送付する 

( 労 審決 第 1 3 条第 1 項、 労審令 第 7 条 ) 。 

(2) 請求人等に対する 通知 

審査請求を受理したときは、 原 処分 庁 のほか、 次の者に受理通知書を 送付しなけれ 

ばならない ( 労 審決 第 1 3 条第 1 項、 券書 令 第 7 条 ) 。 

ィ 請求人 ( 審査様式第 6 号 ) 

ロ 参与及び利害関係者 ( 審査様式第 8 号、 第 8 号の 2) 

リ害 関係者の範囲については、 " 労災保険審査請求事務取扱手写 l 皿 1 5 頁を 

(3) 受理通知等の 記載内容 

原 処分 庁 に対して、 期限 (2 週間以内 ) を付して、 その期限内に 事案についての 意 

貝書を必ず提出するよ う 上述の審査様式 7 号及び 7 号の 2 により通知することとする。 
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審査処理計画の 例 

2  厘処分 庁 筆意見書依頼 

3  席処分 庁 復命 書 到着 

5  原 処分 庁 意見書受理、 同資料受理 

9  参与余資料送付 

備考 

( 注 )  確認事項等の 欄は、 後述の争点整理等の 結果、 必要な事項を 記入する (P2 8 

参照 ) 。 

なお、 上記処理計画を 策定するに当たっては、 標準処理計画に 基づくことはもちろん、 

4 ～ 5 件程度の併行処理を 行う必要があ ることから、 各事案が円滑に 処理し得るように 

配慮することとする 0 0 
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第 3  本案審理 

Ⅰ 請求人の聴取 

， 唇 四分庁から復命 書 が到着次第、 事案の概要を 把握するとともに、 審査請求を受理 

した場合には、 請求人に連絡を 取り、 速やかに審査請求書に 記載されている 審査請求 

の 趣旨、 理由等について、 十分に説明を 聴取することとする ; 

なお、 実務上は、 審査請求の趣旨、 理由等については、 審査 請 東人に対する 審問の 

際 、 併せて聴取を 行うこと。 

Ⅲ 請求人に対する 通知 

請求人から意見を 聴取する場合においては、 まず電話で日程調整を 行い、 日程を固 

めてから、 請求人に対して 配達証明付きで「審査請求人来 序 要求通知書」 ( 審査様式 

第 1 1 号の 2) を送付し、 来 庁を求めることとする。 

意見聴取を行 う 場所は、 原則的には審査官の 置かれている 局とするが、 請求人の年 

齢、 住所、 健康状態、 天候状態、 聴取することができる 日程が短縮できるか 否か等を 

勘案し、 必要に応じ請求人の 利便を考慮し、 最寄りの 局 又は監督署等で 行 う ことにも 

配意することとする。 

なお、 通知を行 うに 際しては、 正当な理由がないのに 審査官の来 庁 要請に応じない 

場合には、 審査官はその 審査請求を棄却し 、 又は請求人の 意見を採用しないことがで 

きる旨をあ らかじめ説明しておくこととするが、 請 東人の意見を 聴取しなくても 審理 
  

が 可能であ るのが通常であ ることから、 審理を進行させ、 取消し ス は棄却の決定を 行 

う こと。 

ただし、 審理にあ たって 請 東人から説明を 聴取することは 労 番台上義務付けられて 

いる ( 労審令 第 1 1 条 ) ことから、 請求人に対して 簡易書留郵便で 来 庁を要請し 、 そ 

の 経過を処理経過 簿に 記載するとともに、 請求人が来序要求に 応じない場合には、 電 

話で請求人の 説明及び来 序 しない理由等を 聴取し、 電話聴取書の 形で記録を残してお 

くこととする。 

(2) 聴取に当たってのポイント 

ィ 審査請求の趣旨 

審査請求の趣旨の 聴取に際しては、 審査請求書に 記載されている 処分はもとより、 

業務上外を争点とする 審査請求については、 通常、 後続請求が予想されることから、 

各種保険給付の 請求状況、 不支給決定状況、 審査請求状況等を 聴取することとする。 

審査請求書に 通常随伴すると 思われる処分の 一方のみが記載されている 場合 ( 例 

えば、 休業補償給付のみ、 あ るいは療養補償給付のみ 記載されている 場合 ) にあ っ 

ては、 請求人の真意を 確認し、 他の処分についても 審査請求の意思があ る旨を申し 

立てたときには、 別個の処分として 新たな審査請求書の 提出を行わなければならな 

いこと等について 請求人に必要な 説明をするとともに、 後続請求について 審査様式 
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第 6 号の 2 により指導を 行うこと。 ( 吟 労災保険審査請求事務取扱手引 J 4 3 頁 参 

昭 .,@ マ ) 。 

0  審査請求の理由 - 

請求人の不服とする 理由を、 認定基準等に 沿って必要な 範囲で聴取すること。 

また、 請求人が「非常に 暑 い 申で仕事をしていた」等感覚的な 表現をした場合に 

は、 そめ時の温度等を 具体的に把握しているか、 その裏 付けとなる事実があ るか等 

参考となる事項も 併せて聴取しておくこととする。 

審査請求の趣旨，理由等の 聴取記録の例 

住
職
 

圭
 

①
 
"
 

 
 

O
 

目
 

聴
 

T
 

O
 

町
 

C
 

 
 

A
O
 

所
業
 氏 名 00  0 ① 

生年月日 昭和 00 年 0 月 0 日 (0O 

平成 0 年 0 月 0 日 00 労働基準監督署 

取 した。 

第 1  審査請求の趣旨について 

1  私は、 平成 0 年 0 月 0 日 、 仕事中に腰を 痛め、 その治療を受けるため、 平成 0 

年 0 月 0 日 ～平成 0 年 0 月 0 日 まで会社を休んでおります。 

2  私は、 平成 0 年 0 月 0 日 ～平成 0 年 0 月 0 国分の休業補償給付の 請求を平成 0 

年 0 月 0 日に①①監督署長に 行いましたが、 平成 0 年 0 月 0 日付けで不支給とな 

りました。 平成 0 年 0 月 0 日 ～平成 0 年 0 月 0 口 分の療養補償給付の 請求にっ い 

ても、 平成 0 年 0 月 0 日に監督署長に 行いましたが、 平成 0 年 0 月 0 日付けで 不 

支給となりました。 

3  私が取り消してほしいのは、 今お話しました 平成 0 年 0 月 0 日付けで不支給 と 

なった休業補償給付と 平成 0 年 0 月 0 日付けで不支給となった 療養補償給付の 両 

方の処分です。 

審査請求書には、 休業補償給付の 分しか書いておりませんが、 療養補償給付に 

ついても後から 審査請求をしたひと 思います。 

4  00 監督署長には、 今お話したⅠ 回 目のものしか 請求しておりません。 

1 回 目の請求書に 書いてあ る期間以降も 治療を受けるため、 会社を休んでいま 

す 。 

具体的には、 平成 0 年 0 月 0 日から平成 0 年 0 月 0 日 まで休んでおりますが、 

監督署長には 請求しておりません。 
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審査官から時効制度について 教えていただきましたので、 この分について 請求 

するかどうか、 家族と話し合ってみることにします。 

第 2  審査請求の 

1  私は、 平成 に 腰を痛め、 その治療を受けるため、 平成 0 

年 0 月 0 日から平成 0 年 0 月 0 日 まで会社を休んでおります。 

2  監督署は、 腰痛は作業の 態様等から業務上のものとは 認められないと 説明して 

いますが、 納得 い きません。 

私は 00 会社に平成 0 年 0 月 0 日に人社してから、 腰を痛めた平成① 年 0 月 0 

日 までずっと荷物の 受渡しの仕事を i 回申していました。 

荷物はひとつひとつはそれほど 重くあ りませんが、 1 日中ずっと立ったままで 

仕事していると、 仕事が終わる 頃 には腰が痛くなり 足がだるくなります。 
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第
 
問 荷物の重さ 、 大きさ、 取扱量などに っ 

荷物の大きさは、 大きく分けて 3 種類 

大きいのは、 大体 縦 ① Ocm 、 横 OOcm 

中 くらいのは、 大体 縦 00cm 、 横 00c" 、 重さ 00 ㎏くらい。 

小さいのは、 大体 縦 ① OcIL 、 横 00cm 、 重さ 00 ㎏くらい。 

会社の取扱規定を 見ていただければ、 正確なところがわかると 思います。 

1 日に取り扱う 量はそれぞれ 0 個 、 0 個 、 0 個 位です。 正確な取扱量は 伝票を 

みればわかるはずですので、 調べていただければと 思います。 

@  間荷物を取り 扱う時の姿勢はどのようなものですか。 

普通は立っているだけですが、 規格に合わない 荷物が来た場合などには、 中腰 

でやらなければならない 時もあ ります。 

規格に合わない 荷物が来るのは、 1 日に 0 回 00 個程度です。 

3  平成 0 年 0 月 0 日に私が腰を 痛めた日は 、 腰に物が当たったりするような 特に 

変わったことはあ りませんでした。 

審査請求人 ① 0 00 印 

上記のとおり 録取 して読み聞かせたところ、 誤りのないことを 申し立て署名押印し 

た、 O 

前 同日 

00 労働者災害補償保険審査官， 

労働事務官 00  00  部 
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(3) 聴取に当たっての 留意点 

々 意見書提出希望の 有無の確認 

請求人の聴取の 際に、 意見書を後日提出したいか 否か及びその 趣旨について 尋ね 

ることとし、 その希望の有無反 び 意見書として 提出したい事項を 聴取書に記載して 

おくこととする。 

口 意見書提出希望のあ った場合の取扱 

後日意見書等を 提出したい旨の 申し出があ った場合には、 「意見書提出要求書」 

( 審査様式第 7 号の 3) をもって提出期限 C3 週間以内 ) を付して意見書等を 求め 

ることとし、 おおむね提出期限 1 週間前の時点で 督励を行い、 その後は特に 督促を 

行 う ことなく、 審査官は独自に 必要な調査を 行い、 意見書等の提出を 待っことなく 

決定することとする。 

なお、 既に心証が形成されているが、 未だ決定に至らない 場合に請求人等から 意 

見書 等 が提出されたときにあ っては、 当該意見書等を 検討し、 必要に応じ心証形成 

に 再度必要な限度で 調査等を行 う ものとする。 

その場合、 調査等に時間を 費やす結果、 審査請求処理期間が 3 か 月を超えるとき 

に 、 その長期化の 原因は請求人等の 責に帰すべきものであ るが、 このような事態が 

起こらないよう、 請求人等に意見書提出要求書を 発送する際に 労審法 等の趣旨を踏 

まえ協力を要請するとともに、 審査処理経過 簿 上経緯が明確になるよ う 記載してお 

くこととする。 すな ね ち、 労審法 では、 証拠収集について 民事訴訟と違い 審理の進 

行 が審査官に委ねられており ( 職権 進行主義 ) 、 証拠の収集についても、 審査官が 

職権 をもって収集することとなっていること ( 職権 証拠調べ ) を説明するとともに、 

公正・迅速な 決定には請求人の 協力が欠かせないことを 伝えることとする。 

なお、 「意見書提出要求書」を 発送する前後に、 3 週間では提出が 困難であ ると 

の申立てがあ った場合にも、 審理は進行させるものとするが、 請求人に対し 前述の 

労 審決等の趣旨を 説明するとともに、 「意見書遅延理由 書 提出要求書」 ( 審査様式 

第 7 号の 4) により請求人等から「意見書遅延理由提出書」 ( 審査様式第 7 号の 

5) により、 提出を予定している 意見書等の項目、 その項目について 意見書等を提 

出をする理由、 提出が遅れる 理由等について 報告を求めることとし、 同理由 書 が提 

出された場合には、 以下の点に留意の 上、 事務処理を行 う ものとする。 
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①提出を予定している 意見書等の項目及び、 その項目について 意見書等を提出す 

る理由を吟味し、 原 処分庁の提出資料に 照らし合わせた 場合、 補充調査が必要で 

あ るか判断する。 

②請求人等から「意見書提出遅延理由菩提出書」の 提出があ った段階で補充調査 

が 必要であ ると判断した 場合は、 意見書 等 が提出されない 場合であ っても、 審査 

官の主体的な 調査等により 審理が可能なものについて、 意見書等の提出を 待っこ 

となく調査等を 行 う ものとする。 

③ 請求人等から「意見書遅延理由 書 提出書」の提出があ った段階で、 補充調査は 

必要でないと 判断された場合には、 次のいずれかに 該当するものであ っても、 通 

常 どおり受理後 3 か 月以内に処理できるよ う 審理を進行させることとし、 意見書 

等の提出及び 遅延の理由を 勘案し意見書等の 提出を待つ場合であ っても、 基本的 

に 受理後 3 か 月を限度として 心証形成に努め、 決定を行 う ものとする。 

a  請求人等が、 業務と発症との 医学的関連性以覚の 専門的事項について、 例 

えば、 請求人の疾病名あ るいは基礎疾患の 程度等にっき 医師の作成する 意見 

書 、 鑑定書等 ( 以下「 医証 」という。 ) について 原 処分庁の提出したもの 

は 異なるものを 提出しょうとしているとき。 

， ( 注 )  医証は、 ①疾病名の特定、 ②発症の時期、 ③基礎疾患等との 関連、 ④ 、 
業務との関連性、 ⑤その他参考となる 事項を明らかにするために 徴するもので 

あ るが、 ここでいう専門的事項とは 前述の④の業務との 関連性以外の 事項であ 

って、 医学的専門知識が 必要であ るものをいう。 

したがって、 脳 ・心臓疾患の 業務上 外 が争われている 場合に、 請求人側が提 

出する業務と 発症との因果関係を 示唆する 医証は 、 ここにい う 専門的事項には 

該当しない。 また、 障害等級が争われている 場合の可動域の 計測も含まれない 

、 ものであ る。 

b  認定基準が定まっておらず 個別に判断するとされている 場合、 また、 認定 

基準等が定まっていても 認定基準の内容が 医学的に個別に 判断するとされて 

い る場合に、 請求人が業務と 発症との因果関係についての 医 証を提出しょう 

としているとき。 
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( 注 )  認定基準が定まっていても 認定基準の内容が 医学的に個別に 判断する、 

とされている 場合とは、 例えば、 「歯牙 酸蝕 」の認定基準のように、 「医学上 

療養が必要であ る」と認められたものを 業務上とするとじか 規定せず、 当該 疾 

病 が業務以外の 原因に よ るものでないかどうか、 歯牙 酸 蝕を生じた部位、 酸の 

気 中濃度、 既 応 歴及び嗜好等から 総合的に判断するとされているものがあ る。 ， 

八 代理人が選任されている 場合の留意点 

代理人が選任されている 場合であ って、 あ らかじめ代理人から 意見書を追って 提 

出する 旨 申し出があ るときにおいても、 意見書の提出を 待っことなく、 速やかに 請 

求人からの説明の 聴取を行 う こと。 

@4) 請求人の説明聴取以降に、 意見書を提出したい 旨の要請があ った場合の適切な 対応 

上述の労書法等の 趣旨を再度説明した 上で、 請求人等から「意見書遅延理由 書 提出 
書 」により、 提出予定している 意見書等の項目、 その項目について 意見書等を提出す 

る 理由及び提出が 遅れる理由等について 報告を求めるとともに、 上避 3 め 対応を行 う 

こととする。 

  なお、 意見書等の提出を 待つ場合であ っても、 受理後 3 か 月を限度とするが、 3 か 

月を経過しても 決定に至らないときには、 決定が行われるまでを 限度とする。 

(5) 請求人等から 審理の進行を 待ってほしい 旨の要請があ った場合の対応 

請求人等から 意見書等を提出するまで 審理の進行を 待ってほしい 旨の要請等があ っ 

た 場合においては、 上述の労書法等の 趣旨を説明するとともに、 上述 m) の ロ に準じて 

対応をとることとする。 

なお、 当該審査請求事案に 係る民事訴訟の 結果が出るまで 審理の進行を 待ってほし 

い 旨の申し出があ った場合においては、 行政の行う不服審査は 訴訟と関係なく 進めら 

れる手続であ る 旨 説明し、 民事訴訟の判決を 待っことなく 審理を進行させ、 決定を行 

ぅ こととする。 
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(6) 代理人の取扱い 

代理人が審査請求人に 対する審問に 立ち会う 旨 申し出た場合には、 拒否すること 

ができない。 

ただし、 審問内容が審査請求人の 見聞した事実関係に 関する 

代理人の同席が 円滑な審問に 支障をきたすと 予想される場合には、 請求人単独での 

審問を申し入れることは 差し支えない。 

なお、 代理人より、 代理人力濁悪 取 書の閲覧をしない 限り木人は署名押印しない 旨 

の 申し出があ った場合でも、 聴取書は本人に 対しその内容が 真実であ るかどうかを 

確認させ署名押印させるものであ るから、 代理人に閲覧させる 必要はない。 その 結 

果 、 本人が署名押印を 拒否した場合には、 例えば、 次のとおり奥書を 記載すること 

とする。 

「右のとおり 録取 して読み聞かせたところ、 誤りのな い ことを申し立てたが、 

「代理人から 代理人が閲覧するまでは 署名押印しないよう 指示を受けている」 旨述 

べ 、 署名押印を拒否した。 」 

( 注 ) 

署名押印を拒否する 供述者の署名 欄 には、 「供述 人 」と記載して 一行使用するこ 

ととする。 
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2  原 処分庁からの 意見の聴取 

Ⅲ 原 処分 庁 に対する的確な 指導 

審査官は、 原 処分庁からも 説明を聴取しなければならないことときれているが ( 労 

審令 1 1 条 ) 、 これは通常審査官に 対し意見書を 提出することにより 行われる。 この 

手続は不可欠なものであ るので、 審査官は原処分 庁 に対して提出期限 C2 週間以内 ) 

までに提出するよ う 求めるとともに、 提出期限の 2 、 3 日前に督励を 行うこととする。 

(2) 意見書に記載されている 内容と根拠資料の 突き合わせ 

原 処分 庁 が認定している 事実と原処分 庁 がその根拠とした 資料とを突き 合わせ、 その 

妥当性を検証することとする。 

例えば、 原 処分 庁が 請求人の時間覚労働を 00 時間と認定している 場合 

① 時間外労働の 起算点は何を 根拠に計算しているのか。 

業 場の就業規則は 収   
Ⅰ 0 

外 労働の時間数は 何 

タイムカードに 記載されている 時間と原処分庁の 認定した時間数は 一致してい 

るか、 タイムカードに 記載されている 時間は実際に 労働している 時間か、 賃金台 

帳 に記載されている 時間数と一致しているか。 

等について検証すること。 

特に、 審査請求人と 対立している 事項については、 なぜ、 一方の事実を 認定したの 

か 、 不明な点があ れば必ず 原 処分 庁 に確認することとする。 

例えば、 審査請求人は「非常に 暑い申で仕事をしていた」と 主張しているのに、 

原 処分 庁が 「それほど暑い 環境にほなかった」と 認定している 場合にあ っては、 

① 原 処分庁は当該作業場所の 温度を測定しているのか。 

② 原 処分庁は消防署等から 測定結果を取り 寄せているか。 

等を検証すること。 
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3  争点整理の段階㌧ 

Ⅲ 争点整理の実施 

短期間に必要事項を 漏らすことなく、 かっ、 効率的に審理を 行 う ためには、 審理す 

べき事項を精査する 必要があ ることから、 別途示すモデル 争点整理表の 活用の登底を 

通じ、 次のことを実施することとする。 

イ 原 処分 庁 、 請求人の主張の 整理 

法令、 行政解釈、 認定基準等を 当てはぬた場合に、 原 処分が適法 か 違法かあ る ぃ 

はその 当 ・不当を判断するのが 審査官の職務であ るが、 審査官は原処分 庁 において 

行った調査事項すべてについて 重ねて調査・ 検討する必要はない。 

すなね ち、 原 処分 庁と 請求人双方の 主張が対立している 事項について、 認定基準 

等の要件のうち、 双方の主張がどのような 点で異なっているかを 整理し、 これに 基 

づいて判断に 必要な範囲で 調査することとする。 

口 主張を証明する 資料の精査 

づ けて 認定する必要があ ることから、 当事者の主張して 

それを証明する 根拠があ るか否かを調査することとする。 

審査官において 行 う べき資料の精査は 次のとおりであ る。 

( イ )  原 処分庁の主張の 精査 

原 処分 庁 が主張している 事項については、 その裏 付けがあ るかどうか、 次に 

より逐一精査すること。 

感覚的な表現については、 何故そのような 記載になっているか、 その根拠を 

必ず検証すること。 

例 : ①「被災者の 仕事量は同僚と 変わらない」 

同僚労働者の 平均の仕事量、 請求人の仕事量 等 が具体的に把握され 

ている - か 検証すること。 

②にの地方ではそれほど 寒くない日であ った」 

当該地方の当日の 気温、 当該季節における 平均、 最低気温等が 具体 

的に何度であ るかを調査した 上で比較しているか 検証すること。 

定量的な記載については、 原 処分 庁 が認定した事実を 客観的な資料により 裏 

7 才げすること。 

例 : 「被災者の時間覚労働時間は 00 時間であ った。 」 

原 処分庁の認定した 事実を裏 付ける客観的な 資料の有無を 調査し、 有る場合 
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には、 例えば 原 処分庁の認定した 時間とタイム ヵ一ドに 記載されている 時間数 

を 突き合わせること。 

( ロ )  請求人の主張の 精査 

①諸家人の主張について 上述 ( イ ) の 原 処分庁の主張と 同様に分析を 行う。 

②次に、 請求人の主張している 点について、 原 処分 庁 が調査を行い、 復命 

書 等に記載しているかどうか 点検する。 

③復命 書 等に記載されている 場合には、 請求人の主張と 原処分庁の主張を 

比較し、 原 処分庁の事実認定が 根拠のあ るものかどうか 等について検証す 

る 。 

ハ 争点の明確化 

上述 べ 及び口を通じ、 真に審理を行 う べき事項、 すなわち争点について 精査し 、 

明確 イヒ することとする。 

(2) 検討会の随時開催 

等による検討会を 必要に応じ実施し、 そ 

び 鑑定依頼すべき 事項を決定することとす 

る 0 

事務処理の効率化、 全体の流れや 問題点の把握、 検討会での配付資料等に 役立っと 

考えられることから、 この時点から 争点整理の結果に 基づき、 決定書の作成を 開始す 

ることが望ましい。 

その際、 モデル決定書、 配付したフロッピーディスク 及びワープロ 等機器の利用に 

も 四色 意 することとする。 

この場合、 「 2  認定した事実」の 箇所は、 法令・認定基準等の 要件に従って 、 対 

五点及び不明な 点等を明確に 記載しておくこととする。 
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( 決定書の作成を 開始した場合の 例 ) 

決 定 書 

審査請求人 Cmo 県 00 市 001 一 2 一 2 

0 0 0 0 

原 処分をした行政庁 00 労働基準監督署長 
  

上記審査請求人に 係る審査請求事件にっき、 当 労働者災害補償保険審査官は 次のと お 

り 決定する。 

主 文 
  

理 由 

第 1  審査請求の概要 

1  審査請求の趣旨及び 経過 

(1) 趣旨 0 Ⅹ DOO 
(2)  潅勒骨 00OO 

2  審査請求の理由 記載しておく 

0000 

3  項処分庁の意見 

㏄ 00 
4  争点 

O000 

5  審査資料 

。 ㏄。             。 その時までに 収集している 資料を記載   
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1  判断の要件 ( モデル決定書をそのまま 使用 ) 

労災保険法上の「労働者」とは、 「職業の種類を 問わず、 労働基準法第 8 条に掲 
  

げる事業 スは 事務所に使用される 者で、 賃金を支払われる 者をい う 。 」 旨 規定する 

労働基準法第 9 条の労働者と 同一の概念であ る。 また、 労働基準法第 1 1 条はに 

の 法律で賃金とは、 賃金、 給料、 手当、 賞与、 その他名称の 如何を問わず、 労働の 

対象として使用者が 労働者に支払うすべてのものを いう 。 」と規定しているので、 

同法にい う 「労働者」とは、 労務提供の形態や 報酬の労務 対 慣性その他これに 関連 

する諸要素を 総合考慮した 上で、 使用従属関係の 有無によって 決定すべきものであ 

  

る 。 この場合の「使用従属関係」とは、 労務の提供を 約した者が相手方 ( 使用者 ) 

の指揮命令に 服して業務に 従事し、 報酬が賃金として 支払われている 関係をい う も 

のと解すべきであ る。 

2  認定した事実と 結論 

Ⅲ 「使用従属性」に 関する判断基準 

ィ 「指揮監督下の 労働」に関する 判断基準 

( ィ )  仕事の依頼、 業務従事の指示等に 対する諾否の 自由の有無 

原 処分庁は調査していない。 

( ロ )  業務遂行上の 指揮監督の有無 

業務の内容及び 遂行方法に対する 指揮命令の有無 

原処分 庁 

「従事した者は 全て べ テランであ り特に細かな 指示を受げなかった」 

請求人 

「被災者は、 手間請けの大工の 棟梁の指示に 従って作業を 進めた」 

審査官メモ 

( 請求人に分があ るが、 指示の仕方について 実態を調査したい。 ) 
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( ハ )  拘束性の有無 始業 8 時～終業 5 時、 指定の工事現 

代替性の有無 原処分庁は調査していない。 

ロ 報酬の労務 対 慣性に関する 平リ 断 基準 

出勤日数に応じて 1 日当たり 1 万 2, 0 0 0 円が支払われ、 出来高に応じて 支 

払われるものではない。 

(2)  「労働者性」の 判断を補強する 要素 

イ 事業者性の有無 

( イ )  機械、 器具の負担関係 

本人は鋸等を 所有している。 その額は 00 円 。 

( ロ )  報酬の額 

1 日当たり 1 万 2, 0 0 0 円であ り、 正規従業員に 比較して高いとはいえ 

口 専属性の程度 

原 処分庁は調査していない。 

(3) 審査処理計画の 完成 

争点整理及び 検討会の結果を 踏まえ、 受理後に作成した 審査処理計画の 確認事項等 

の欄に今後必要とする 審理のための 処分の内容等を 具体的に記入するとともに、 同計 

画 に必要な見直しを 行 う こととする。 

また、 記入後は担当する 審査請求事案の「審査処理計画一覧表」を 毎月初めに作成 

し 、 労災主務課長に 提出することとする。 
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審査処理計画の 例 

等 実施項 目 確 認 事 項 等 

2  項処分 庁 意見書依頼 

3  原 処分 庁 復命 書 到着 

5  原 処分 庁 意見書・同資料 受 

指揮命令の方法等について 

代替佳及び専属性の 有無等 

調査結果のまとめ 

9  参与余資料送付 

注 、 1) 原 処分 庁 、 請求人等の不明点等の 聴取 

2) 原 処分庁の裏 付けのない点等を 調査 
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審査処理計画一覧表の 例 
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4  審問。 資料収集・鑑定依頼に 当たっての留意点 

Ⅲ 原 処分 庁 提出資料及び 審査請求人提出資料による 判断 

審査官の判断に 必要な資料は、 原則として、 原 処分 庁 提出資料及び 請求人提出資料 

とし、 審査官段階における 追加資料等は 、 

イ 原 処分 庁 が主張している 事項に裏 付けのない場合 

口 陳処分庁の主張自体に 明らかな矛盾があ る場合 

ハ 法令，認定基準等に 係る請求人の 主張であ って、 原 処分庁の調査がなされていな 

い場合 

等 、 現状の証拠では 心証形成が困難であ るときに限る 等必要最小限にとどめることと 

する。 

「 ィ原 処分 庁 が主張している 事項に裏 付けのない場合」とほ 、 次のような場合を 

、 ) - つ ・ 0 

の 原 処分 庁 の 感 に 裏 付けとなるデータがない 場合 

例 : 原 処分 庁 では「被災者の 業務量は同僚と 同程度であ る」と 話 

裁 しているが、 請求人の業務量、 請求人の労働時間等と 同僚の業務量、 

同僚の労働時間の 実態を比較していない 場合 

② 原 処分庁の定量的な 記載に裏 付けとなる資料がない 場合 

例 : 原 処分庁の意見書では「被災者の 時間外労働は 2 時間であ る」と記載 

しているが、 就業規則、 タイムカード、 賃金台帳 等を収集していない 場 

ム 

「日原処分庁の 主張自体に明らかな 矛盾があ る場合」とは、 次のような場合を ぃ 
  
つ 。 

① 原 処分庁の主張が 添付している 資料と合わない 場合 

例 : 原 処分庁の意見書では「被災者の 時間外労働は 2 時間であ る」と記載 

しているが、 添付してあ る就業規則、 タイムカードからは 2 時間ではな 

く、 例えば 4 時間と判断される 場合 

② 原 処分庁の主張が 経験則に合っていない 場合 

例 : 原 処分庁の意見書では「 00 まで出張するのに、 要する時間は 3 0 分 

であ る」と記載しているが、 距離、 制限速度等から 見て妥当でないと 思 

われる場合にの 場合の多くは、 「 イ原 処分 庁 が主張している 事項に 

裏 付けのない場合」にも 当たる。 ) 
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「 ハ 法令，認定基準等の 要件に係る請求人の 主張であ って、 原 処分庁の調査がな 

されていない 場合」とは、 本来調査すべき 要件について 原 処分庁の調査がなされなか 

っ たものをいう。 

例 : 請求人が非災害性の 要因とともに、 災害性の要因についても 主張しており、 

その主張に根拠があ るにもかかわらず、 原 処分 庁 がいずれか一方しか 調査しな 

かった場合 

(2) 事情聴取等の 手法の改善 

イ 聴取の励行 

請求人等からの 意見書等の提出を 待っことにより、 事務処理が遅延する 場合が多 

いので、 提出期限を厳守させるとともに、 聴取によっても 収集が可能なものにあ っ 

ては、 相手からの意見書等の 提出にこだわることなく、 聴取により請求人の 主張、 

意見等を把握し、 聴取書の形で 保存しておくこととする。 

口 合理的な証拠の 収集 

審査官は、 事実を証拠に 基づいて認定しなければならないが、 反面、 真に判断に 

必要な事項のみを 検証すれば足りるのであ って，原則としてモデル 争点整理 表 の 添 

付 資料に示す範囲について 収集の努力をすれば 足りることとする。 

ハ 能動的な処理 

意見聴取の場所は、 原則として審査官の 置かれている 局であ るが、 前述第姉の 1 

Ⅲに準じ、 参考人の利便を 図るため、 最寄りの 局 又は監督署等で 行うことにも 配慮 

することとする。 

なお、 資料 め 収集に当たっても、 郵便調査にこだわることなく、 必要に応じ 庁外 

活動を行 う ことにより、 迅速に収集することに 配意することとする。 

(3) 不要な 医 証の排除 

審査請求事案においては、 原 処分 庁 の 医 証及び請求人の 医 証 が提出されている 場合 

が 多く 、 既に医証の収集は 尽くされていると 考えられることから、 原則として次の 場 

合を除き新たな 医 証の収集はしないこととする。 

イ 原 処分庁の提出した 医証 が前提とした 事実と、 審査官が認定した 事実が大きく 異 

っていること 等により、 認定基準に該当するか 否かの判断が 異なってくる 場合 

口 疾病名や基礎疾患等の 程度について 争 い があ り、 業務と発症との 医学的関連性 以 

外の専門的事項について 原 処分 庁と 請求人の医 託 との間に対立があ る場合 

ハ 認定基準が定まっておらず 個別判断するとされている 場合、 また、 認定基準の内 

容 が医学的に個別判断するとされているにとどまっている 場合 
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ニ 認定基準が変更になった 場合 

， ( 注 )  イの原 処分庁の提出した 医証 が前提とした 事実と、 審査官が認定した 事実、 

とが大きく異なっている 場合とは、 例えば 原 処分 庁 が医証の収集に 当たって、 被災 

者の時間外労働時間を 2 0 時間と認定しているが、 審査官は被災者の 時間外労働時 

間を 5 0 時間と認定した 場合、 また、 請求人が多くの 症状を訴えているのに、 原拠 

分 庁の採用した 医証 ではそのうちの 一部しかみていない 場合等をいう。 

ロの 基礎疾患の程度について 争いがあ るとは、 例えば請求人側の 医 証 では基礎 疾 

患の程度は重篤ではなく 発症寸前の状態ではないと 記載されているのに、 原 処分 庁 

側の医 証 では基礎疾患の 程度が重篤であ り発症寸前の 状態であ ると記載されている 

ような場合、 また、 請求人側の医 証 では神経系統の 機能の障害のために 労働能力が 

一般平均人の 2 分の 1 程度に低下していると 記載されているのに、 原 処分 庁 側の医 

証 では就労可能な 職種の範囲が 相当な程度に 制限されるものと 記載されているよ う， 

な 場合等を いう 。   

5  審問・資料収集，鑑定依頼の 実際 

Ⅲ 審問 ( 意見聴取 ) 

審問に当たっては、 次の点に留意すること。 

イ 請求人については、 審理に当たって 聴取 ( 前述の第姉の 1 の <2 凌 参照 ) しても、 

なお。 聴取すべき事項があ る場合には、 必要な限度において 更に聴取を行うものと 

する。 

ロ 審査官段階における 参考人からの 聴取は、 原則として次の 場合を除き必要がない。 

原 処分 庁 が主張している 事項に裏 付けのない場合、 原処分庁の主張に 明らかに 矛 

盾 があ る場合、 法令・認定基準等の 要件に係る請求人の 主張であ って、 原 処分 庁の 

調査がなされていない 場合等現状の 証拠では心証形成が 困難であ る場合。 

なお、 何が「 原 処分 庁 が主張している 事項に裏 付けのな い 場合」等に当たるかは、 

前述第 3 の 4 のⅢを参照すること。 

ハ 参考人を審問じようとするときは、   参考人来序依頼書」 ( 審査様式第 1 2 号 ) 

により依頼すること。 
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(2) 鑑定 

鑑定を行うに 当たっては、 次の点に留意すること   

- , メ 前述の第 3 の 4 の (3) に留意し、 原則として新たな 医 証の収集はしないこととする。 

ロ 「鑑定依頼書」 ( 審査様式第 1 3 号 ) は、 内容を整理し、 簡潔かっ具体的に 記述 

する必要があ るが、 次の点を踏まえることとする。 

( イ )  依頼する時期 

鑑定人に意見書を 依頼する時期は、 審査事案に係る 調査が終了した 時点で行 

ぅ こととなるが、 鑑定が必要と 判断した事案については、 「審査請求資料提出 

書」 ( 審査様式第 5 号の 3) に記載されている 原 処分 庁で 依頼した医師を 参考 

にして、 鑑定依頼する 医師を早期に 確定するとともに、 初動調査の段階から 労 

災医員及び鑑定人に 対して必要とされる 医学的な資料について 相談する必要が 

あ る。 

( ロ )  依頼方法 

① 原 処分庁及び請求人から 提出された 医証は ついては、 その表現、 論旨等に 

不明な点があ れば、 それぞれ医師に 照会して不明点を 解消しておくこととす 

  
る 。 

② 原 処分 庁 が意見書を依頼するに 際して添付した 資料を把握しておくことと 

する。 

③事案の概要をまとめた 文書を作成する。 

④できる限り 面接して、 事案の内容、 問題点等を十分に 説明する。 

⑤ 原 処分 庁 、 請求人の提出した 医師の意見書の 写しを添付した 上、 傷病名が 

明らかになるよ う 診療録等を添付して 鑑定依頼することとする。 

⑥ 原 処分 庁 、 請求人の提出した 医師の意見及びそれぞれが 前提とした事実、 

さらに審査官が 認定した事実をモデル 争点整理表及び 原 処分 庁 意見書添付 資 

料を活用して 一覧表にした 上、 鑑定依頼をする 事項を具体的にした 上で行 う 

こととする。 

なお、 疾病名や基礎疾患の 程度等について 争 いがあ り、 業務と発症との 医 

学的関連性以覚の 専門的事項について 原 処分 庁と 請求人の医 託 との間に対立 

があ る場合 ( 前述第 3 の 4 の (m 炒ロ ) については、 次の事項について 鑑定依 

頼を行 う こととする。 

a  被災者の基礎疾患等の 程度等については、 対立している 医証 のうちどち 

らが医学経験則上妥当なものか。 
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b  a について、 請求人に有利な 鑑定意見の場合については、 そのことを踏 

まえつつ、 総合的に判断したときの 業務と疾病との 因果関係の程度。 

⑦鑑定度ほついては 局管理者が日頃 から連携を保っておくこととする。 

( ハ )  鑑定後の対応 

鑑定意見の表現、 論旨等が不明確な 場合には、 鑑定人に照会してその 意味を 

確認すること。 
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第 4  決定書等 作磁 段階 

1  参与会の日程 

参与会の開催日数の 少ない間にあ っては、 参与会の日程により、 決定が遅れることの 

ないよう適切に 日程を決定すること。 既に毎月一回開催している 局にあ っては、 参与 会 

0 日程に合わせて 事案の処理を 進めることとする。 

なお、 労審 法は参与の意見を 尊重することを 求めているものの、 参与の意見をどのよ 

うな方法、 形式で徴するかは 特段の定めはなく、 聴 敵方法は審査官の 裁量に委ねられて 

いることから、 参与全開催の 日程調整が困難な 場合には、 必要に応じ持回りで 意見を徴 

  する等の方法を 講じることにも 配意して、 参与会の日程により 決定書の作成が 遅れるこ 

とのないようにすることとする。 

2  決定書案の作成 ( 参与会の提出資料の 作成 ) 

決定書 ( 案 ) から主文及び 結論部分を除いたものを 資料として提出することとし、 そ 

の他の資料については、 参与からの要望のあ る場合等に限り、 必要に応じて 提出するこ 

ととする。 

3  モデル決定書の 活用 

可能な限りモデル 決定書を活用し、 効率的に決定書を 作成することとする。 

4 ,7 一 プロ等 OA 機器の活用 

決定書は定型的な 部分が少なくないことから、 ワープロ等 OA 機器を活用しつっ 、 既 

に 作成した決定書 ( 案 ) に加除修正することにより、 効率的に決定書を 作成することと 

する。 

5  労災保険審査専門調査員 ( 以下「調査員」という。 ) の活用 

審査請求件数の 増加とその内容の 複雑化等の状況を 踏まえ、 審査請求の迅速処理を 図 

る 観点から、 審査官が行 う 事務のうち一定の 事項を補助させるため 調査員を配置して ぃ 

る 。 

審査官は、 この調査員の 設置の趣旨を 十分理解の上、 その活用を図ることとする。 

すなね ち、 調査員に原処分 庁 提出資料の不足の 点検、 鑑定依頼の文書等の 作成及び 審 

査 官の作成した 決定書案のワープロ 作業を委託する 等その有効な 活用を図るとともに、 

審査官は請求人の 説明の聴取等審査官でなければできない 業務に集申するよ う 努めるこ 
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ととする。 

6  請求人等からの 照会に対する 対応 

審査官は、 事案の進行状況を 常に整理しておき、 審査請求事案を 3 か 月以内に処理で 

きない場合であ って、 請求人から当該事案の 進行状況について 照会があ ったときには、 

処理の状況等を 説明し、 請求人の理解が 得られるようにしておくこととする。 

工 事務 引 継の登底 

審査官は、 請求人、 医師等とのやりとりの 経過等を審査請求処理経過 簿に 整理してお 

き、 人事異動等により 引き継いだ他の 審査官がその 後の審理を中断することのないよう 

事案の進行状況、 問題点等を的確に 引き継ぐこととする。 

8  審査請求関係資料の 整理・保存 

査 請求又は訴訟提起が 予想されることから、 事案 

料は必ず一括整理保存しておくものとする。 
具体的には、 審査官は、 決定した審査請求関係の 関係書類及び 審査請求手続の 記録を 

取りまとめてこれを 編綴することとし、 文書の保存については 次のような事態が 生じた 

場合を除いて 各局の文書保存規定により 保存することとなる。 

(1) 軽査 請求された事件・・・。 ・・   再審査請求の 裁決が出されてから 文書保存規定 

の保存年月 

(2) 訴訟提起された 事件・           ・判決の確定から 文書保存規定の 保存年月 

(3) 同一請求人による 別の審査 請 

求 、 再審査請求及び 訴訟提起が 

予想される場合・                 ・決定等の日の 翌日から文書保存規定の 保存年月 

( 別の争訟が終結するまで ) 

第 5  局管理者の対応   

  適正な進行管理 

局 管理者は、 「審査処理計画一覧表」により 審査官の審査の 進行状況を的確に 把握し、 

計画に沿った 処理が行われているかを 確認し、 必要に応じて、 適切な措置を 行 う ことと 

する。 
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2  審査官への支援体制の 確立 

審査官が審査業務に 専念でき、 かっ、 必要に応じて 相談できる環境づくりに 努めるこ 

ととする。 

3  事案処理結果の 原処分 庁 等への指導 

原 処分庁の調査不足その 他審査官から 事案処理の過程で 指摘を受けた 問題点 は ついて 

は 、 同様の問題が 再度 趣 こらないよう、 局関係課及び 原 処分 庁へ 適切な指導を 行 う もの 

とする。 

第 6  監督署長の事務 

]  処分時の適切な 対応 

労災保険給付の 決定は、 行政手続法で 規定する申請に 対する処分であ り、 同法の趣旨 

に 照らし、 「労災保険給付事務取扱 手 

るだけ具体的にわかり 易く記載すると 

分の根拠を了知し 得るよ う 、 懇切、 丁寧に説明すること 

2  審査請求の受付時における 適切な対応 

原 処分 庁等は 、 審査請求書の 提出を受けたとき、 スは 口頭による審査請求を 受けて 聴 

取 書を作成したときは、 審査請求を受け 付けた時期を 明らかにした 上で速やかに 審査官 

あ て送付することとする。 

なお、 不服申立てを 希望する者に 対しては、 審査請求制度 改 心労災補償制度について 

適切に説明を 行い、 いたずらに審査請求がなされないようにするとともに、 提出を受け 

付けた場合において、 審査請求書の 補正を行わなくてもよいように 記載方法等について 

丁寧に説明を 行 う こととする。 

3  審査請求事案に 係る意見書等の 早期提出 

Ⅲ「審査請求資料提出要求書」が 到着した場合の 対応 

到着次第審査官に 対してファクシミリにて 調査復命 書 ( 写 )  ( 最終的なものに 限 

る 。 ) を 送付することとする。 

なお、 審査官は鑑定依頼をする 必要性について 早期に検討しなければならないので、 

「 局医 に対する意見書提出依頼等の 有無」の欄は 必ず記入することとする。 
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(2)  「審査請求受理通知書」が 到着した場合の 対応 

モデル意見書を 活用して、 審査官から示された 期限 内 (2 週間以内 ) に審査官に到 

するよ う 意見書を送付することとする。 

(3@  「証拠資料提出要求書」が 到着した場合の 対応 
  

モデル意見書添付資料整理 表 に必要事項を 記入の上、 意見書と併せて 復命 書 その他 

の証拠となるべき 資料の写を審査官に 送付することとする。 

なお、 モデル意見書添付資料整理 表 に記入できない 事項があ った場合には、 不明と 

記した上、 その原因を簡単に 右 欄 に記入 ( 例 : 調査の対象としていなかった ) してお 

くこととする。 

裏 付けのない点等は 審査官において 調査することとなっていることから、 不明とな 

っているが故に 提出期限の 2 週間を徒過することのないようにすること。 

4  審査請求に係る 意見書作成上の 留意点 

Ⅲ 「審査請求に 対する意見の 趣旨」 

例えば「本件審査請求を 棄却されたい。 」のように趣旨を 簡潔に記載することとす 

る 。 

(2)  「災害事実の 概きき」 

労働災害の発生状況を 具体的に記載することとする。 

なお、 非災害性の疾病の 場合には、 請求人の職歴及び 疾病の発症時期等も 記載する 

こととする。 

(3)  「処分に至るまでの 経過」 

次のような事項についてを 日付を追って 順序立てて記載することとする。 

ィ 負傷又は発症後の 療養経過 

診療担当機関名及び 所在地、 傷病名、 診療期間 ( 通院、 入院の別 ) 

ロ 休業期間 

ハ 保険給付に関する 処分経過 

審査請求に関連する 疾病等に係る 各種請求書の 提出年月日、 請求日数、 決定年月 

日 、 支給・不支給の 別 

ニ その他、 当該審査請求以外に 審査請求をしていればその 概要、 原処分が取り 消さ 

れた後の審査請求であ れば、 過去の事案の 概要等当該審査請求に 参考となる経過 

(4)  「処分の理由」 

原 処分庁の処分理由を 論理的に記述することとする。 
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なお、 証拠資料はモデル 意見書添付資料整理 表 とともに、 審査官に送付することと 

なるので、 証拠を示して 記述しないこととする。 

で 注意すべき事項をあ げれば次のとおりであ る 

イ 原 処分 庁 が処分を行 うに 当たり、 判断の要件とした 認定基準等を 明示すること。 

ロ 処分の理由の 記載に当たっては、 認定基準に示された 認定要件ごとにそれぞれ 該 

当 しているか否かを 記載すること。 
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5  審査請求に係るモデル 意見書添付資料整理表作成上の 留意点 

( Ⅰ )  「 @ 当の ; 育 無 き 」 

認定基準に示された 認定要件ごとにそれぞれ 該当しているか 否かを記載するこどと 

する。 

なお、 該当する事項がな い 場合には、 白紙様式を用いて 記載することとする。 

(2)  「 原 処分 庁 との違いの有無」 

上段には、 請求人が原処分 庁 と違う主張をしている 場合には「 有 」に 、 同じであ る 

場合は「 無 」に 0 を付することとする。 下段には、 請求人が証拠を 提出している 場合・ 

には「 有 」に、 提出していない 場合は「 無 」に 0 を付することとする。 

(3)  「備 考」 

必要に応じ各要件について 該当・非該当を 判断した 原 処分庁の根拠資料の 番号を記 

載することとする。 

なお、 資料は事業主及び 原 処分 庁 担当官の作成したデータだけではなく、 タイムカ 

一ド 等の一次データを 必ず添付することとする。 

タイム ヵ一ド 等の一次データを 収集していない 場合には、 その理由等を 簡潔に記載 

することとする ( 例 : 調査不足に ょ り、 一次データ未収集 ) 。 

(4)  「監督署の収集した 証拠資料」 

監督署が収集した 資料を順序良く 記載することとする。 

6  再審査請求に 係る意見書の 作成 

再審 査 請求については、 公開による口頭審理という 当事者主義的な 構造をとっている 

こと、 また、 審理の迅速化の 観点から、 関係書類を当事者に 一括配付して 事務処理を行 

っている。 

したがって、 労働保険審査会に 提出する意見書の「処分の 理由」以下は、 上記 4 及び 

5 に係わらず、 従来どおり 下 労災保険審査請求事務取扱手引山に 示すとおり、 意見書に 

根拠資料を添付の 上、 意見書中に根拠を 示して記載するものとする。 

一 40 一 



第 7  審査様式の改正について 

審査請求に係る 審査様式の改正については、 下記のとおりであ る。 

なお、 審査様式については、 「労災保険審査請求事務取扱手引の 一部改正について 

( 平成 7 年 3 月 3 1 日付け基光 1 7 8 号 ) により通達しているところであ るが、 同通達の 

改正については 平成 8 年度に追って 通達することとしているので、 それまでの間は、 本通 

達の審査様式により、 取り扱うこととされたい。 

様式番号 改 正 前 改 正 後 

審査様式第 3 号 ( 改 正 な し ) 

  

審査様式第 3 号の 2   ( 改 正 な し ) 

審査様式第 3 号の 3  「 0 基 審究 第 号の 2J 「 0 碁客登第 君 の 2 

ェ戸Ⅰ式 年 月 日」   
「 本 審査官」 「 2 な暗ち」 

審査様式第 4 号 く 改 正 な し Ⅰ 

審査様式第 5 号 ぐ 改 正 な し ) 

審査様式第 5 号の 2 な し ( 新規作成 ) 

審査様式第 5 号の 3 @.& キん し ( 新規作成 ) 

審査様式第 6 号 Ⅰ本件の審理に 当たって貴殿 か 

ら 審査請求の趣旨及 び 理由等を 

  お 聞きすることとなりますが、 

貴殿から意見書を 提出すること 

もできますので 申し添えます。 

」の文言を追加。   
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様式番号 改 正 前 改正 後 

  

審査様式第 6 号の 2  「時効となりますのでご 注意 「それぞれ時効が 到来しますの 

ください。 」 で 御注意ください。 」   
「なお、 詳細については、 0 

0 労働基準監督署にお 問い合 ( 左の文言を削除 ) 

わ せください。 」 

審査様式第 7 号の 2 

審査様式第 7 号の -3 

「 本 審査官は 、 ・     " 」 「本職は 、             " 」   
「なお、 本件に関する・     「ついては、 労働保険審査官没 

・・・ 御 送付 願 います。 」 び 労働保険審査会法施行 = 第 

月 0 日 までに本職あ て 提 され 

た い 。 」の文言を追加。   
「 1  事件の表示 「 t  事件の表示 

OO00 に係る 00 補償 給 

付 不支給処分取消審査請求 

事件 

2  審査請求の要旨 2  審査請求の要旨 

別添 審査請求書 ( 等 ) のと 

  おり 」 

ヵ - よ し ( 新規作成 ) 

7 ゴ よ " し ( 新規作成 ) 

審査様式第 7 号の 4 7T,@ よ し ( 新規作成 ) 
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様式番号 改 正 前 改 正 後 

審査様式第 7 号の 5 7@" よ し ( 新規作成 ) 

審査様式第 8 号 「 2  審査請求の要旨 「 2  審査請求の要旨 

別添 審査請求書 ( 写 ) のと 

」 おり 」 

審査様式第 8 号の 2  「 当 審査官」 「 柵 」   
「 2  審査請求の要旨 「 2  審査請求の要旨 

別添 審査請求書 ( 等 ) のと 

」 おり 」 

審査様式第 9 号。 く 改正な し ) 

審査様式第 1 0 号 ( 改 正 な し Ⅰ 

審査様式 第 1 0 号 ( 改 正 な し ) 

0 2 

審査様式第 1 1 号 ( 改 正 な し ) 

審査様式 第 1 1 号 「 本 審査官」 「 あ ; 耳 首た」 

02 

審査様式第 1 2 号 「 本 審査官」 「 柵 j 

審査様式 第 1 3 号 「 本 審査官」 「 捧 ; 職 」 

審査様式 第 1 4 号 「 本 審査官」 「ヌ % 耳殻」 

「 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 
 

3
 

4
  

 



様式番号 

審査様式 第 1 5 号 

審査様式 第 1 5 号 

の 2 

  

審査様式第 1 6 号 

審査様式 第 Ⅰ 6 ロ万 

の 2 

審査様式 第 1 7 号 

審査様式 第 1 8 号 

  審査様式第 19 号 

審査様式第 2 0 号 

  審査様式第 21 号 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

改 正 前 

「・・・ 本 審査官がお 預 9 

けたします。 」 

「米審査官」 

「 本 審査官」   
「 事件の概要」 

( 改 正 

( 改 正 

「 本 審査官」 

( 改 正 

( 改 正 

( 改正 

改 正 後 

「。 ・・本職がお 預かりいたし 

ます。 」 

「 捧 ;m 哉 」 

「ヌ % 耳殻」   
「 1  事件の概要」 

な し ) 

な し ) 

じ枝職如 

な し ) 

な し Ⅰ 

な し ) 
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審査様式第 3 号 

( 補 正 命 令 書 コ 

月
 

第
 

 
 

O
 平
 

ロ
 
百
日
 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 印 

審査請求の補正について 

提出のあ りました審査請求は、 下記事項にっ 

同封の補正書をもって 補正の上、 平成 年 月 

0 0 0 0 殿 

平成 年 月 

て 不備があ りますので、 

に 本職に提出して 下さい。 

なお、 正当な事由なく 期限内に補正しないときは、 労働保険審査官及び 労働保険審査会 

法 第 1 1 条第 2 項の規定により 貴殿の審査請求は 却下されることがあ りますので御注意 下 

さ い 。 

補正を要する 事項 

- 己 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 3 号の 2 

補 正 圭 

平成 年 月 日提出した労働保険審査請求 ( 基審 収集 

ついて、 下記のとおり 補正します。 

平成 年 月 日 

号 ) 1 こ 

r  住所 : 

審査請求人 

  氏名 : 印 

( 法人のときは、 その名称及び 代表者の氏名 ) 

00 労働者災害補償保険審査官 0 0 0 0  段 

- 己 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 例 4 とする。 
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審査様式第 3 号の 3 

状
コ
 

促
 

督
 

ム
下
 

命
 

正
 

補
 

[
 
Ⅰ
 く
 

2
 
日
 

の
 

 
 築

年
 

発
 

審
 

基
成
 

O
 
平
 

0 0 0 0 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

審査請求の補正の 督促について 

平成 年 月 日 0 碁客登第 号 をもって、 労働保険審査請求補正書の 提 

出を求めましたが、 未だ提出されておりませんので、 平成 年 月 日までに本職 

に 提出するよう 督促いたします。 

なお、 正当な事由なく 督促期間内に 補正書の提出がなされないときは、 労働保険審査官 

及び労働保険審査会 法 第 1 1 条第 2 項の規定により 貴殿の審査請求は 却下されることにな 

りますので、 御注意 願 います。 

補正を要する 事項 

- 一 一 一 口 己 

る
 。
 

す
 

と
 

4
 

け
一
 

タ
 

7
 

 
 規

 
準
 

本
 
槙
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

き
 

大
 

の
 

紙
 

用
 

備
考
 

)
 

（
 



審査様式第 4 号 

( 審査請求移送通知書 ( 管轄審査官あ て ) コ 

ロ
 
百
日
 

月
 

築
年
 

発
 

 
 

00 労働者災害補償保険審査官 殿 

平成 年 月 

と 認められますので、 

貴職に移送します。 

1  事件の標示 

2  移送の理由 

3  添付書類 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  部 

管轄違いの理由による 移送について 

日本職が受け 付けた下記事件は、 下記理由により 管轄違いであ る 

労働保険審査官及び 労働保険審査会法弟 1 2 条第 1 項の規定により 

- 一 一 一 口 己 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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Ⅱ
」
 

）
 

て
 

あ
 

人
 

求
 

Ⅱ
ミ
目
 

ニ
 
-
 
甘
 

査
 

審
 

（
 

童
 

知
 

通
 

送
 

移
 

求
 

"
'
"
 

卸
ヨ
 

査
 

審
 

Ⅰ
ー
Ⅰ
 

ヲ
 
"
 

5
 

式
第
 

様
 

審
査
 

殿
 

O
 

O
 

O
 

O
 

ロ
 
百
日
 

月
 

 
 

審
 

 
 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 部 

管轄違いの理由による 移送について 

平成 年 月 日付貴殿の審査請求は、 本職の管轄ではないので、 労働保険審査 

官及び労働保険審査会 法 第 1 2 条第 1 項の規定により 0 ①労働者災害補償保険審査官に 移 

速 しましたので 通知します。 

なお、 今後貴殿の事件に 関することは、 下記管轄審査官 ( 所在地は下記のとおりです。 ) 

に 連絡して下さい。 

- 己 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 

 
 

9
 

4
  

 



)
)
 

へ
 ソ
 

）
 

て
 

あ
 

庁
 

分
 

処
 

原
 

（
 

童
 

求
 

要
 

資
料
提
出
 

審
査
 

 
 

2
 

の
 

っ
ヲ
 

5
 

第
 

査
 
様
式
 

審
 

日
 

O
 

O
 
月
 

年
 

O
 

平
成
 

00 労働基準監督署長 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

O
 

O
 

O
 

O
 

て
 

 
 

Ⅴ
 
@
 

つ
 

こ
 

 
 

提
出
 

の
 

重
田
 

命
 

復
 

事案の概要を 把握する必要等があ るので、 下記事件に関する 調査結果復命 書 ( 最 

的なものに限る。 ) を至急本職あ て提出 ( ファクシミリによる ) されたい。 

- 一 口 一 一 己 

事件の表示 

OCXO0 に係る 00 補償給付不支給処分取消審査請求事件 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 5 号の 3 

  

( 審査請求資料提出書 ( 審査官あ て ) コ 

平成 0 年 0 月 0 日 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  段 

00 労働基準監督署長 

復命書の提出等について 

平成 0 年 0 月 0 日付けをもって 指示のあ った標記について、 

す 。 

別添 のとおり提出しま 

表
示
 

の
 

事
件
 

l
 
Ⅰ
 
Ⅰ
 

己
 

き
甘
 

① 000 に係る 00 補償給付不支給処分取消審査請求事件 

2  最終的な調査精 巣 復命 書 

別添 のとおり 
3
 局医 に対する意見書提出依頼等の 有無 米 

掘 ， 有 ( 局医 氏名 ） 

る
 。
 

す
 

と
 

4
 

 
 

 
 

本
 
標
準
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

大
き
 

の
 

紙
 

用
 

考
 
)
 

備
 

（
 



審査様式第 6 号 

( 審査請求受理通知書 ( 審査請求人あ て ) コ 

0 0 0 0 殿 

号
目
 

月
 

築
年
 

発
 

審
 

 
 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  EP 

本職は、 平成 年 月 日付けで貴殿の 審査請求を受理しましたので 通知します。 

本件の審理に 当たって貴殿から 審査請求の趣旨及び 理由等をお聞きすることとなります 

が 、 貴殿から意見書を 提出することもできますので 申し添えます。 

なお、 本件の審理のため 必要があ る場合は、 依頼事項、 期日及び場所を 別途通知します。 

また、 貴殿が居所を 変更された場合は 、 必ず本職あ て御連絡下さい。 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 6 号の 2 

険 給付請求権 の時効に関するお 知ら 旬 

平成 年 月 日 

0 0 0 0 段 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

労災保険給付請求権 の時効について 

貴殿においては、 平成 

月 日から平成 年 月 日までの間に 係る① 0  ( 補償 ) 給付の請求を 行い、 

00 労働基準監督署長が 平成 年 月 日に不支給決定を 行ったところであ ります。 

この不支給決定については、 現在審査請求がなされておりますが、 本件の不支給決定処分 

に後続する 00  ( 補償 ) 給付の平成 年 月 日以降における 間に係る請求権 にっ ぃ 

ては、 平成 年 月 日以降それぞれ 時効が到来しますので 御注意下さい。 
  

る
 。
 

す
 

と
 

4
 
 
一
 

列
 

㏄
 

 
 

準
規
 

本
 
"
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

大
き
 

の
 

紙
 

用
 

考
 
)
 

備
 

（
 



審査様式第 7 号 

( 審査請求受理通知書 ( 原 処分 庁 あ て ) コ 

00 労働基準監督署長 殿 

0 基 審究 第 000 号 
平成 0 年 0 月 0 日 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 部 

審査請求受理及び 意見書の提出について 

本職は、 下記の審査請求を 受理しましたから、 労働保険審査官及び 労働保険審査会 

法 第 1 3 条第 1 項の規定により 通知します。 

ついては、 労働保険審査官及び 労働保険審査会法施行令第 11 条の規定により、 本 

件 に関する貴殿の 意見書を平成 0 年 0 月 0 日 までに本職あ て提出されたい。 

- 一 口 一 一 己 

1  事件の表示 

O00 ①に係る 00 補償給付不支給処分取消審査請求事件 

2  審査請求の要旨 

別添 審査請求書 ( 等 ) のとおり 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 7 号の 2 

C 証拠資料提出要求書 ( 原 処分 庁 あ て ) コ 

0 基 奮発 第 00 ① 号 

平成 0 年 0 月 0 日 
  

00 労働基準監督署長 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 部 

証拠となるべき 貸料の提出について 

本職が下記の 審査請求を受理したことについては、 平成 0 年 0 月 0 日付け 基 審究 

第 00 号をもって通知したところであ るが、 労働保険審査官及び 労働保険審査会法弟 

1 5 条第 1 項の規定により 本件に関する 資料を平成 0 年 0 月 0 日 までに本職あ て提出 

されたい。 

- 己 

事件の表示 

0000 に係る CMO 補償給付不支給処分取消審査請求事件 

る
 。
 

す
 

と
 

4
 

吐
 

ダ
 

5
 

格
 
A
 
 ㍉
 

標
準
規
 

本
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

き
 

大
 

の
 

紙
 

用
 

考
 
)
 

備
 

（
 



審査様式第 7 号の 3 

( 意見書提出要求書 ( 請求人あ て ) 3 

①碁客登第 00 号 

平成 0 年 0 月 0 日 

審査請求人 

0  0  0  0  殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

O000  印 

証拠となるべき 資料等の提出について 

先に貴殿から 請求があ った下記の事件に 関する意見書、 証拠となるべき 資料等を平 

成 0 年 0 月 0 日 までに本職あ て提出願います。 

- 己 

O00 ①に係る 00 補償給付不支給処分取消審査請求事件 

る
 。
 

す
 

と
 

4
 

け
 

5
 
6
 

 
 

準
規
 

本
 
"
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

き
 

大
 

の
 

紙
 

用
 

考
 
)
 

備
 

（
 

 
 



1
)
 

Ⅹ
 ノ
 

）
 

て
 

入
る
 

求
 

ミ
三
 

く
 
"
 
百
日
 

圭
 

要
求
 

提
出
 

書
 

由
 

理
 

延
 

遅
 

圭
 

見
 

(
 
意
 

4
 

の
 

了
テ
 

?
 

式
第
 

様
 

審
査
 

審査請求人 

O  O  O 

平成 0 年 0 月 0 日 

O 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  部 

意見書遅延理由書の 提出について 

先に貴殿より 下記の事件に 係る意見書等の 提出が遅れる 旨の申出があ りましたが、 貴 

殿 が提出を予定している 意見書等の項目、 その項目について 意見書等を提出をする 理由 

及び提出が遅れる 理由等について、 別添文書により 平成 0 年 0 月 0 日 までに本職あ て 提 

出願います。 

- 一 口 一 一 己 

事件の表示 

OO00 に係る 00 補償給付不支給処分取消審査請求事件 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 7 号の 5 

C 意見書遅延理由 書 提出書 ( 審査官あ て ) コ 

平成 0 年 0 月 0 日 

00 労働者災害補償保険審査官 

妓 

審査請求人 

0 0 0 0 部 

意見書遅延理由書の 提出について 

貴職より平成 0 年 0 月 0 日付けをもって 指示のあ りました私に 係る CmT 補償給付 

不支給処分取消審査請求事件の 標記について、 下記のとおり 提出します。 

" "@ 口 - - 己 

1  提出を予定している 意見書等の項目 

2 

3 

4 

上記の項目について 意見書等を提出をする 理由 

提出が遅れる 理由等 

提出何台目な 時期 

く 備考 )  用紙の大ききは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 8 号 

瀋査 請求受理通知書 ( 参与あ て ) コ 

0 基 奮発 第 " ヲ 

0 0 0 O
 

殿 

三内文 年 月 日 

00 労働者災害補償保険審査官 

0@ 0@ 0@ 0@ Ep 

審査請求の受理について 

本職は、 下記の審査請求を 受理しましたので、 労働保険審査官及び 労働保険審査会法 弟 

1 3 条第 1 項の規定により 通知します。 

なお、 本件に関して 意見の陳述ができますが、 これについては 別途通知します。 

- 己 

1  事件の表示 

2  審査請求の要旨 

別添 審査請求書 ( 写 ) のとおり 

 
 

( 備考 ) 用紙の大きさは、 日本標準規格 A タけ 4 とする。 
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審査様式第 8 号の 2 

瀋査 請求受理通知書 ( 利害関係者あ て ) コ 

0 0 0 0 殿 

月
 

第
 

秀
年
 

審
 

基
成
 

O
 
平
 

了ヲ 

日 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

審査請求の受理について 

本職は、 下記の審査請求を 受理しましたので、 労働保険審査官及び 労働保険審査会 法 第 

1 3 条 第 1 項の規定に よ り通知します。 

なお、 本件に関して 意見を述べることができますので、 その場合は平成 年 月 

口までに本職まで 申し出て下さい。 

表
示
 

の
 

事
件
 

Ⅰ
『
 

上
 

-
 
己
 
一
 
一
 
-
 
口
 

2  審査請求の要旨 

別添 審査請求書 ( 等 ) のとおり 

( 備考 )  用紙の大ききは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 9 号 

( 審 査 請求 併 合 通 知 書 ) 

  

原 処分 庁 

利害関係者   
0 0 0 0 殿 

0 碁客 発第 " テ 

平成 年 月 日 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

審査請求の併合について 

ま 、 審理の都合上併合することとしましたので、 労働保険審査官 

及び労働保険審査会法施行令第 1 0 条の規定により 通知します。 

- 己 

審査請求人氏名 事 ィ牛 の 表 
  
小 

1 

2 

( 備考 ) 用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 

一 61 一 



 
 

審査様式 第 1 0 号 

( 審 査 請 求 分 離 通 知 書 ) 

，審査請求人、 

原 処分 庁 

利害関係者 

、 参与   

由
う
 口
目
口
 

月
 

第
 

発
年
 

審
 

 
 

0 0 0 0 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

審査請求の分離について 

ェ m 成 年 月 日 請求に係る 

審査請求については、 審理の都合上、 下記のとおり 分離することとしましたので、 労働保険 

審査官及び労働保険審査会法施行令弟 1 0 条の規定により 通知します。 

- 己 

審査請求人氏名 

ヰ土 

2 

事 4 年 の 表 
  
不 

く 備考 ) 用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式 第 1 0 号の 2 

( 手 続 受 継 通 知， 書コ 

殿
 

O
 

 
 

者
 

O
 

庁
係
 

 
 

原
利
参
 0
 

 
 

由
 万
日
 

月
 

第
 

秀
年
 

審
 

基
成
 

O
 
平
 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 印 

審査請求の受継について 

本職に対する 下記の審査請求については、 審査請求人の 死亡により、 承継人が審査請求を 

受け継いだので、 労働保険審査官及び 労働保険審査会法施行令第 15 条第 4 項により通知し 

ます。 

- 一 一 一 口 己 

1  毎詳 牛の表示 

2  受継 

3  承継人 住所 

氏名 

考
 
)
 

備
 

（
  

 

る
 

す
 

と
 

4
 
 
一
 

列
 

㏄
 

 
 

標
準
規
 

本
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

大
き
 

の
 

紙
 

用
 



フ
ヲ
 

Ⅰ
 よ
 

]
l
 

Ⅰ
 

武
勇
 

様
 

査
 

審
 

00 労働者災害補償保険審査官妓 

ロ
 百
日
 

月
 

第
 

 
 基

成
 

O
 

平
 

｜
ノ
 

Ⅱ
 

圭
 

託
 

嘱
 

の
 

分
 

処
 

の
 

め
 

た
 

の
 

理
 

審
 

(
(
 

「
 く
 

00 労働者災害補償保険審査官   

0 0 0 0 印 

審理のための 処分の嘱託について 

本職は、 本職に対する 下記の審査請求について、 労働保険審査官及び 労働保険審査会津 第 

1 5 条第 2 項により下記の 処分を嘱託する。 

- 己 

1  事件の表示 

2  嘱託する処分 

3  嘱託する理由 

る
 。
 

す
 

と
 

4
 
 
一
 

Ⅱ
Ⅱ
Ⅰ
 4
 

タ
 

6
 

 
 

準
規
 

標
 

本
 

日
 

は
、
 

さ
 

き
 

大
 

の
 

紙
 

用
 

考
 
)
 

備
 

（
 



審査様式第 1 1 号の 2 

  瀋査 請求人来序通知書 )   

0 基 審究 第 " ヲ 

殿
 

O
 

O
 

O
 

O
 

日
 

月
 

年
 

成
 

平
 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 E ロ 

来 序 要 求 通 知 書 

成 年 月 日付けで貴殿よりなされた 下記の審査請求の 審理のため、 下記事項 

こついてお伺いしたいので、 労働保険審査官及び 労働保険審査会法弟 1 5 条第 1 項 第 t 号に 

より通知しますので、 平成 年 月 日時までに 

労働基準局労災補償 課 ( 労災管理課 ) 

労 働 基 準 監 督 署 

( 所在地及び略図別記 ) まで来序して 下さい。 

もし、 当日脚都合が 悪ければ、 できるだけ早く 本職までその 旨 御連絡 下 

なお、 正当な理由なく 来序しない場合には 同法第 1 5 条第 5 項の規定により 審査請求を棄 

卸 し、 又は貴殿の意見を 採用しないことがあ ります。 

- 己 

事
項
 

 
 

@
.
 

Ⅴ
 

た
 

し
 

表
示
 

 
 

レ
 
@
 

の
 

事
件
 

伺
 

お
 

l
 
マ
 Ⅰ
 

2
 

3  持参するもの 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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）
 

童
 

頼
 

依
 

庁
 

来
 

人
 

考
 

参
 
(
 

ヲ
 
"
 

2
 

l
l
 

千
 Ⅰ
 

式
第
 

様
 

査
 

審
 

0 0 0 0 殿 

ロ
 
百
日
 

月
 

第
 

発
年
 

審
 

 
 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  EP 

来 庁の依頼について 

）
 署
 

 
 

課
 

お
し
 

 
 

て
知
 

い
通
 

災
 

つ
り
 

 
 

㎝
 監
 

に
よ
 

@
 
Ⅴ
 

さ
 

課
 

 
 

記
 1
 

崩
準
 

下
策
 

 
 

連
絡
 

下
 

て
項
 

し
ェ
 

旨
御
 

 
 

 
 

で
 

ま
 

 
 

 
 

を
第
 

職
 

 
 

本
 

{
 

、
査
 

 
 

め
審
 

た
険
 

さ
だ
 

下
る
 

 
 

て
き
 

イ
 
Ⅰ
 

 
 

し
で
 

審
労
 

の
び
 

 
 

庁
 

ま
 

来
は
 

で
れ
 

蒼
蒼
が
日
 

ま
け
 

蕃
客
 
す
 

 
 

の
 険
で
 

別
 ム
口
 

 
 る

労
申
 

 
 

び
日
 

肘
で
雛
年
 

に
の
 
街
 

 
 

 
 

萌
 も
 

（
 

し
の
 

  

1  事件の表示 

- 己 

事
項
 

 
 

@
 Ⅴ
 

た
 

し
 

 
 

@
 Ⅴ
 

伺
 

お
 

2
 

る
 。
 

す
 

と
 

@
 
 
一
 

列
 

㏄
 

 
 

準
規
 

標
 
。
 

日
 

ま
、
 

 
 

さ
 

き
 

大
 

の
 

紙
 

用
 

）
 

考
 

備
 

（
 



審査様式 第 1 3 号 

( 鑑 定 依 頼 書 コ 

号
目
 

月
 

第
 

 
 基

成
 

O
 
平
 

0 0 0 0 段 

①①労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 部 

鑑定の依頼について 

  本職に対する 下記の審査請求の 審理のため必要であ るので、 労働保険審査官及び 労働保険 

審査会 法 第 1 5 条 第 1 項 第 3 号の規定により、 下記事項の鑑定を 依頼いたします。 

なお、 鑑定費用に関しては 同封の審査費用請求書を 各 2 通作成の上、 本職あ て 御 送付願 い 

ます。 

" - - 展 - 己 

1  事件の表示 

  2  鑑定事項 

3  期限 

4  添付資料 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式第 1 4 号 

( 物 件 提 出 依 頼 書 コ 

ロ
 
百
日
 

月
 

第
 

発
年
 

審
 

基
成
 

O
 
平
 

0 0 0 0 段 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

来序 要求 通 知書 

本職に対する 下記の審査請求の 審理のため必要なので、 労働保険審査官及び 労働保険 審 

年 月 日までに本職に 御 提出下さい。   
不
 

表
 

の
 

物
件
 

事
件
 

l
l
 

Ⅰ
 ユ
 

2
 

己
 

モ
 -
 
甘
 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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フ
ヲ
 

5
 

Ⅰ
Ⅰ
 

式
第
 

様
 

審
査
 

( 物 件 提 出 頭 註 コ 

平成 年 月 日 貴殿から提出された 下記物件は、 本職がお預かり い たします。 

- 一 一 - 口 己 

1  物件の表示 

2  返還予定日 

0 0 0 0 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  印 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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毘
又
 

「
Ⅰ
 

2
 

の
 

了
テ
 

5
 

l
 
Ⅰ
 土
 

式
第
 

様
 

審
査
 圭

 
)
 日
 

ム
 T
 

命
 

金
 
き
 ロ
 
レ
 
"
 

0 0 殿 

O
 

O
 

白
 
百
日
 

月
 

第
 

秀
年
 

審
 

基
成
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00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  部 

受診の命令について 

本職に対する 下記の審査請求の 審理のため必要であ るので、 下記により医師の 診断を受 

けるよ う 労働保険審査官及び 労働保険審査会法弟 1 5 条第 1 項第 5 号の規定に基づき 通知 

します。 

なお、 正当な理由なく、 この診断を忌避した 場合には、 同法第 1 5 条第 5 項の規定によ 

り、 審査請求を棄却し 、 スは 貴殿の意見を 採用しないことがあ ります。 

三己 、 

1  事件の表示 

2  診断を受けるべき 診療機関 

名 称 

所 在 地 

3  診断を受けるべき 医師 

氏 名 

4  診断を受けるべき 項目 

5  診断を受けるべき 日時 

なお、 診断に要した 費用は、 本職から直接診療機関に 支払います。 
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審査様式第 1 6 号 

( 審査請求手続の 終了通知書 

0 基 審究 第 了テ 

利害関係者 平成 年 月 日   
0 0 0 0 殿 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 部 

審査請求手続の 終了について 

本職に対する 下記の審査請求については、 平成 年 月 日付けで審査請求人か 

3 審査請求の取下げの 中 出があ ったので、 労働保険審査官及び 労働保険審査会法施行令弟・ 

1 5 条の 2 項第 3 号の規定により 終了しましたから 通知いたします。 

" -" 口 - - 己 

1  事件の表示 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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    審査様式第 1 6 号の 2 

( ヨ目承継 意思確認 割 

00 労働者災害補償保険審査官 殿 

意思確認 書 

日 死亡しましたが、 私は下記の者の 審査請求を 

- 一 一 一 口 己 

非承継 

下記審査請求人が 平成 年 月 

承継する意思があ りません。 

審査請求人 : 

審査 請 東人との関係 : 

平成 年 月 日 

承継人適格者 

住 所 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式 第 1 7 号 ( 労 番台 第 1 5 条の 23 

審 査 請 求 取 下 げ 書 

氏名又は名称 

審査請求人 

住 所 

事件の表示 

全部 

上記のと 査 請求の を取下げます 

一部 

平成 年 月 日 

00 労働者災害補償保険審査官 

0 0 0 0 段 

審査請求人 

( 代理人 )  0  0  0  0  部 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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審査様式 第 1 8 号 

( 決 定 更 生 通 知 書 コ 

0 基 奮発 第 

平成 年 

由
て
 
，
日
 

月
 

0 0 0 0 段 

00 労働者災害補償保険審査官 

0  0  0  0  部 

主に ついて 

平成 年 

く注 2) 

に係る 

生しますので、 

( 注 1   

月 日付けで本職が 行った 

審査請求の決定 中 、 下記の事項について、 下記のとおり 更 

労働保険審査官及び 労働保険審査会法施行令第 1 8 条の規定により、 更生 

した決定書の 謄本を添えて 通知します。 

- 己 

）
）
 

下
土
 
ワ
乙
 

 
 審査請求人の 氏名 

処分の種類 

( 備考 )  用紙の大きさは、 日本標準規格 A 列 4 とする。 
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  審査様式 第 1 9 号 

受 付 

審査請求文書 簿 

速 ィ 寸 

受付・送付受付・ 送付 件 名 差出人名 決定・移送責任者 

番 昔 年 月 日 受取人名 年月 日 郎                                                                                     
一 7 戸 コー   



 
 

審査様式第 2 0 号 

審 査 請 求 処 理 経 過 簿 

  

  

受付番号 事件名 

受付年月日 完 結 

受理年月日 年 : 月日 

審査請求人 

住所氏名 電話 ( 
） 

原 処分 庁名 

所属事業場の 

名称、 住所 

受傷 状況 

加療経過 

補償給付 

支払状況 

  
長日 求 人 

双 
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の 

主 

張 原 処 分 庁 
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左手 月 日 審理の経過及び 審理のための 処分等 

                                        
                  

審 査 官 

氏 名 印 
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  審査様式第 2 t 号 

( 審 査   
百月 求 綴 表 紙 コ 

事 件 番 " テ 

事 件 の 表 
  
不 

審 査 請 求 人 

原 処分を した行政庁 

リ 奉 害 関 係 者 

参 与 

原 処分のあ った年月 日 

原 処分のあ ったことを知った 日 

審査請求受付年月 日 

  

受 理 年 月 日 

受付通知発送年月 日 

決 定 年 月 日 

決定書の謄本を 送付した 日 ( 配達証明受付番号 ） 

決 定 の 主 文 

原 処 分 の 要 旨 

備 考 
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